様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　２０２２年４月２０日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃひたちしすてむず
              　　　　　　 一般事業主の氏名又は名称 株式会社日立システムズ
（ふりがな）　　　　　　　　しばはら　せつお
（法人の場合）代表者の氏名  柴原　節男  　　　　印
住所　　　 〒141-8672　東京都品川区大崎1-2-1

法人番号　　6010701025710　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社日立システムズ 会社案内

	公表日
	2022年4月1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	株式会社日立システムズ 会社案内にてPDF形式にて公表
https://www.hitachi-systems.com/-/media/ebook/download/corp.pdf
記載箇所：p4-p6、p14
[記載箇所はすべて資料内記載のページ番号を示す]

	記載内容抜粋
	近年世界では人口問題や都市化の問題、国内では少子高齢化による労働者不足など、さまざまな社会課題に直面しています。また、ビジネスにおいては、経営の変革や生活の質の向上を図るデジタルトランスフォーメーション(DX)が加速しており、さらに今後は人々の暮らしや働き方など新しい生活様式に対応していくことが必要です。(p5)
どんなITシステムもそれだけでは充分に機能しません。人の知恵や情熱と融合することで、はじめて性能が引き出されます。多彩な人財と、先進の情報技術を組み合わせた独自のサービスによって、新たな価値を想像していく。このような思いを「Human＊IT」に込め、日立システムズは、国内外を問わず幅広いニーズに答えていきます。(p4)
日立システムズは、強みであるプロフェッショナル人財・サービスインフラを活用したデジタルトランスフォーメーション(DX)をお客様やパートナーとの連携により推進し、日立グループとともに、時代が求めるイノベーションを追求します。(p6)
そのファーストステップとなるのが現場起点でのデジタル化を支援する日立システムズのデジタライゼーションサービス。また、モダナイゼーションが進むことで求められるシステムの品質や稼働を維持するのが、セキュリティを含めた運用・保守・監視で支援するマネージドサービス。これらはさまざまな業種の課題解決で培ってきたお客さまの業務知識やノウハウを持つ人財・サービスインフラを活用し、さらには日立グループやパートナーと連携してお客さまの現場に寄り添うデジタル化を提案し、価値向上のサイクルを作り出します。(p14)

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	日立システムズは「経営理念、中期経営計画、内部統制システムに関する事項の決定」を取締役会の決定事項としており、上記決定に基づく社外公表可能資料として、当社サイトを開示している。経営方針としての社長メッセージは上記決定による方針等を社外の方にわかりやすい形で伝える資料である。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社日立システムズ 会社案内

	公表日
	2022年4月1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	株式会社日立システムズ 会社案内にてPDF形式にて公表
https://www.hitachi-systems.com/-/media/ebook/download/corp.pdf
記載箇所：p8
[記載箇所はすべて資料内記載のページ番号を示す]

	記載内容抜粋
	日立システムズは、事業活動が人や社会、環境に与える影響と、その社会的責任を認識し、人々の期待と要請に応える新たな価値創造に取り組んでいます。これを可能にしているのが、お客さまの事業活動を支えるサービスインフラと、先進テクノロジーを駆使したシステムの構築､運用､保守のノウハウを活用した多様なサービスです。人とITの力を結集した真のワンストップサービスで社会課題の解決に貢献します。(p8)

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	日立システムズは「経営理念、中期経営計画、内部統制システムに関する事項の決定」を取締役会の決定事項としており、上記決定に基づく社外公表可能資料として、当社サイトにて開示している。「株式会社日立システムズ会社案内 2022」は上記決定による方針等を社外の方にわかりやすい形で伝える資料である。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	株式会社日立システムズ 会社案内にてPDF形式にて公表
https://www.hitachi-systems.com/-/media/ebook/download/corp.pdf
記載箇所：組織図
[記載箇所はすべて資料内記載のページ番号を示す]

	記載内容抜粋
	社長直轄組織としてデジタライゼーション推進統括本部を設置。 (組織図)



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	日立システムズ 会社案内にてPDF形式にて公表
https://www.hitachi-systems.com/-/media/ebook/download/corp.pdf
記載箇所：p7、p14、p16

	記載内容抜粋
	日立のLumada(＊)と連携して、グローバルでお客さまのデジタルトランスフォーメーション(DX)を実現します。日立システムズのデジタライゼーションサービスとマネージドサービスは、さまざまな業種の課題解決で培ってきたお客様の業務知識やノウハウを持つ人財・サービスインフラを活用して、お客さまの現場に寄り添うデジタル化を提案し、価値向上のサイクルを作り出します。
[事例01]フリーWi-Fi利用データを活用した効果的な観光施策の立案
[事例02]IoTコネクテッド家電のデータに基づく利用状況の可視化
[事例03]製造設備資産管理サービスによる保全業務の改善と呼び保全へのシフト
[事例04]セキュリティに精通した技術者による監視で多様化・高度化するサイバー攻撃への対策強化
(＊)日立のLumada：日立グループが管理する、お客さまのデータから価値を創出し、デジタルイノベーションを加速するための先進的なデジタル技術を活用したソリューション・サービス・テクノロジの総称。
(p7、p14)
デジタル人財育成のための実践的な訓練設備を用意
実際の現場に近い作業環境や実機を備えた訓練設備を用意。実技中心の実践的なトレーニングによる技能向上を推進することでデジタルトランスフォーメーション(DX)のファーストステップを担う人財を育成します。(p16)



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	サスティナビリティWebサイト2021

	公表日
	2021年9月29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	日立システムズ　ニュースリリースおよび「サスティナビリティWebサイト2021」にて公表
（ニュースリリース）https://www.hitachi-systems.com/news/2021/20210929.html
（サスティナビリティWebサイト2021)　　　   https://www.hitachi-systems.com/sustainability/index.html

	記載内容抜粋
	特に、注力事業における社会価値・環境価値の創出では、SDGsと事業との関連性や社会・環境面からビジネス機会およびリスクへの対応策などを検討し、社会価値・環境価値を可能な限り定量化し継続的なモニタリングを実施するなど、事業活動を通じて取り組んでいます。
定量指標として以下の内容を示しています。
・サイバー空間の安全性、安定性、強靭性に貢献（セキュリティ人材育成数、ビジネスクラウドサービス提供者数）
・行政、社会インフラ、産業・流通分野の社会価値向上に貢献するITソリューションの提供数



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年6月21日

	発信方法
	日立システムズ　ニュースリリースにて公表
2020年度業績に関するお知らせ
株式会社日立システムズ、代表取締役 取締役社長 柴原 節男が「第79期 決算公告」を日立システムズWebサイト上にて電子公告するとともに、2020年度(2021年3月期)業績および今後の取り組みについて報告。
https://www.hitachi-systems.com/news/2021/20210621.html

	発信内容
	・Lumada(デジタライゼーション)を中心とした国内事業の拡大
　日立のLumadaと連携してお客さまのDXの実現に貢献しています。そのファーストステップとなる現場起点でのデジタライゼーションサービスを推進しました。また、社会の変化を捉えて、お客さまのDXを支援するために働き方改革関連サービスや現場業務のデジタル化などに注力しました。
・対処すべき課題
　日立システムズの多彩な人財が、お客さまに一番近い存在として業務をより深く理解し、お客さまやパートナーとともに価値協創(Co-Creation)に取り組みます。そして、日立システムズの強みであるプロフェッショナル人財・サービスインフラや、日立の先進的なデジタル技術を活用したLumadaと連携した独自のサービスにより社会課題を解決するだけでなく、環境・社会・ガバナンスを考慮した経営を推進することで、社会の「環境価値」、「社会価値」、「経済価値」の3つの価値向上に貢献し、人々のQuality of Lifeの向上とお客さまの価値向上を支援してまいります。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年7月14日　～　2021年9月9日

	実施内容
	IPA「DX推進指標」による自己診断結果入力サイト(https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxpi.html)より入力済



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2011年10月(株式会社日立システムズ発足時)～現在

	実施内容
	(1)サイバーセキュリティ対策の取組内容
会社規則に基づき、社内IT機器の脆弱性対策を定期的に実施・モニタリングし、その結果を幹部・従業員に共有しています。
また、サイバーセキュリティ対策体制を常設し、有事発生に備えたマニュアルの整備、訓練等を定期的に実施しています。
(2)情報セキュリティマネジメント(推進体制・監査)
当社では、すべての部門およびグループ会社で年に1回情報セキュリティおよび個人情報保護の監査を実施しています。
監査は、社長から任命された監査責任者が独立した立場で実施。監査員は自らが所属する部署を監査してはならないと定め、監査の公平性・独立性を確保するようにしています。
また、職場での自主点検として全部門が「個人情報保護・情報セキュリティ運用の確認」を１年に２回、実施しています。
出典：日立システムズサイトトップ>サステナビリティ>サステナビリティマネジメント>情報セキュリティ／個人情報保護
https://www.hitachi-systems.com/sustainability/management/privacy/index.html



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

